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鹿児島県

（※については例規集登載事項）
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鹿児島県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年７月５日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第２号

鹿児島県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

鹿児島県職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和35年鹿児島県条例第34号）の一部を次のよ

うに改正する。

第４条第１項第２号中「及び低病原性鳥インフルエンザ」を「，低病原性鳥インフルエンザ

その他知事が人事委員会と協議して定める家畜伝染病」に改め，同項第３号中「口蹄疫，高病
てい

原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ」を「前号に規定する家畜伝染病」に改

める。

附 則

この条例は，公布の日から施行し，改正後の鹿児島県職員の特殊勤務手当に関する条例の規
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定は，平成31年３月30日から適用する。

…………………………………………………

鹿児島県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年７月５日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第３号

鹿児島県手数料徴収条例の一部を改正する条例

鹿児島県手数料徴収条例（平成12年鹿児島県条例第11号）の一部を次のように改正する。

別表第１くらし保健福祉部の表14の項の中「20,600円」を「20,700円」に改める。

別表第１商工労働水産部の表３の項の中「第32条の４第１項第５号ロ」を「第32条の４第

１項第６号ロ」に改め，同項の中「8,000円」を「8,100円」に改め，同表５の項ののア中

「5,900円」を「6,000円」に改め，同項ののイ中「5,200円」を「5,300円」に改め，同項の

中「2,600円」を「2,700円」に改め，同項の中「2,000円」を「2,100円」に改め，同表６

の項の中「第６条第１項第５号ロ」を「第６条第１項第６号ロ」に改め，同項の中

「8,000円」を「8,100円」に改め，同表７の項ののア中「17,900円」を「18,200円」に改め

る。

別表第１土木部の表２の項ののサ，のア及びイ並びに中「第87条の２」を「第87条の

４」に改め，同項のの次に次のように加える。

の２ 法第48条第 特例許可 121,000円

16項第１号の規定 を受けた

に基づく増築等に 建築物の

関する特例の許可 用途地域

の申請に対する審 内増築等

査 特例許可

申請手数

料

の３ 法第48条第 日常生活 141,000円

16項第２号の規定 に必要な

に基づく建築に関 建築物の

する特例の許可の 用途地域

申請に対する審査 内建築特

例許可申

請手数料

別表第１土木部の表２の項の中「第53条第４項」の次に「又は第５項」を加え，「同条第

５項第３号」を「同条第６項第３号」に改め，同項のの３の次に次のように加える。

の４ 法第87条の 用途の変 27,000円
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２第１項の規定に 更を２以

基づく用途の変更 上の工事

を２以上の工事に に分けて

分けて行う建築物 行う建築

に関する特例の認 物の工事

定の申請に対する の全体計

審査 画認定申

請手数料

の５ 法第87条の 用途の変 27,000円

２第２項の規定に 更を２以

おいて準用する法 上の工事

第86条の８第３項 に分けて

の規定に基づく用 行う建築

途の変更を２以上 物の工事

の工事に分けて行 の全体計

う建築物に関する 画変更認

特例の変更認定の 定申請手

申請に対する審査 数料

の６ 法第87条の 興行場等 121,000円

３第５項の規定に への用途

基づく興行場等へ の変更制

の用途の変更に関 限適用除

する制限の適用除 外許可申

外に係る許可の申 請手数料

請に対する審査

の７ 法第87条の 特別興行 162,000円

３第６項の規定に 場等への

基づく特別興行場 用途の変

等への用途の変更 更制限適

に関する制限の適 用除外許

用除外に係る許可 可申請手

の申請に対する審 数料

査

別表第１土木部の表２の項のからまでの規定中「第87条の２」を「第87条の４」に改め，

同表３の項の中「19,200円」を「19,300円」に改め，同項の中「17,700円」を「17,900円」

に改める。
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別表第１危機管理防災局の表１の項ののオの中「1,580,000円」を「1,590,000円」に改

め，同項ののオの中「1,940,000円」を「1,950,000円」に改め，同項ののオの中

「2,260,000円」を「2,270,000円」に改め，同項ののア中「6,500円」を「6,600円」に改め，

同項ののイ中「4,500円」を「4,600円」に改め，同項ののウ中「3,600円」を「3,700円」

に改め，同表２の項の中「17,000円」を「18,000円」に改め，同表３の項ののア中

「9,000円」を「9,300円」に，「8,500円」を「8,800円」に改め，同項ののイ中「8,400円」

を「8,700円」に，「7,900円」を「8,200円」に改め，同項ののウ中「9,000円」を「9,300

円」に，「8,500円」を「8,800円」に改め，同項ののエ中「9,000円」を「9,300円」に，

「8,500円」を「8,800円」に改め，同項ののオ中「8,400円」を「8,700円」に，「7,900円」

を「8,200円」に改め，同項ののア中「7,600円」を「7,900円」に，「7,100円」を「7,400

円」に改め，同項ののイ中「6,000円」を「6,200円」に，「5,500円」を「5,700円」に改め，

同表５の項の中「20,700円」を「21,400円」に，「20,200円」を「20,900円」に改める。

別表第１警察本部の表１の項の中「8,600円」を「8,700円」に改め，同項の及び中

「11,000円」を「12,000円」に改め，同表６の項ののイ中「6,800円」を「6,900円」に改め，

同項のの２中「12,300円」を「12,700円」に改め，同項の中「9,700円」を「9,800円」に

改め，同表９の項の中「38,000円」を「39,000円」に改める。

附 則

１ この条例は，令和元年10月１日から施行する。ただし，別表第１商工労働水産部の表３の

項のの改正規定及び同表６の項のの改正規定並びに別表第１土木部の表２の項の改正規

定は，公布の日から施行する。

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）による改正後の鹿児島県手数料徴

収条例の規定は，この条例の施行の日以後に申請等がなされる事務に係る手数料について適

用し，同日前に申請等がなされた事務に係る手数料については，なお従前の例による。

…………………………………………………

災害被害者に対する県税の減免に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年７月５日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第４号

災害被害者に対する県税の減免に関する条例の一部を改正する条例

災害被害者に対する県税の減免に関する条例（昭和29年鹿児島県条例第55号）の一部を次の

ように改正する。

第１条中「自動車税」の次に「の種別割」を加え，「定が」を「定めが」に，「外」を「ほ

か」に改める。

第２条第２項を次のように改める。

２ 知事は，前項に定めるもののほか，災害により自己又は法第23条第１項第７号に規定する

同一生計配偶者若しくは同項第９号に規定する扶養親族の所有に係る住宅又は家財につき受
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けた損害の金額が甚大である者で，前年中の法第23条第１項第13号に規定する合計所得金額

が500万円以下であるものに対しては，損害の程度に応じ，災害を受けた年の４月１日の属

する年度分の個人の事業税の税額のうち災害を受けた日以後に納期限の到来するものについ

て，当該税額の２分の１以内の額を軽減することができる。

第３条の見出し中「自動車税」の次に「の種別割」を加え，「減免」を「軽減」に改め，同

条中「自動車税」の次に「の種別割」を加える。

第４条第１項中「自動車税」の次に「の種別割」を加え，「減免を受けようとする者に」を

「軽減を受けようとする者に」に改める。

第５条中「自動車税」の次に「の種別割」を加える。

「 「
保 険 金 等 に 保 険 金 等 に

別記様式（その１）中 よる補てん額 を よ る 補 塡 額 に，「補てんされる」

③ ③
」 」

を「補塡される」に改め，同様式（その２）中「自動車税用」を「自動車税の種別割用」に改

め，「，自動車税」の次に「の種別割」を加え，「減免を」を「軽減を」に，

「 「
保険金等による補てん額② を 保険金等による補塡額② に，

」 」

「 「
減 免 額 を 軽 減 額 に，「補てんされる」

」 」

を「補塡される」に改める。

附 則

この条例は，令和元年10月１日から施行する。ただし，第１条の改正規定（「自動車税」の

次に「の種別割」を加える部分を除く。），第２条第２項の改正規定，第３条の見出しの改正

規定（「減免」を「軽減」に改める部分に限る。），第４条第１項の改正規定（「自動車税」

の次に「の種別割」を加える部分を除く。），別記様式（その１）の改正規定及び別記様式

（その２）の改正規定（「自動車税用」を「自動車税の種別割用」に改め，「，自動車税」の

次に「の種別割」を加える部分を除く。）は，公布の日から施行する。

…………………………………………………

鹿児島県税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年７月５日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第５号

鹿児島県税条例等の一部を改正する条例

（鹿児島県税条例の一部改正）

第１条 鹿児島県税条例（昭和38年鹿児島県条例第23号）の一部を次のように改正する。

第14条第１項中「ときは」の次に「，法第20条の５の２第２項の規定の適用がある場合を
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除き」を加える。

第23条の２第３項中「支出した」の次に「前項に規定する」を加える。

第28条の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同条第１項中

「同項の」を「同項に規定する」に改める。

第28条の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同条中「第

203条の５第１項」を「第203条の６第１項」に改め，「ならない者」の次に「又は法の施行

地において同項に規定する公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受けるものを

除く。以下この条において「公的年金等」という。）の支払を受ける第18条第１項第１号に

掲げる者であつて，扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者若しくは単身児童扶

養者である者」を加え，「同項の」を「所得税法第203条の６第１項に規定する」に，「同

項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改める。

第39条第１項第１号ウ中「によつて」を「により」に改め，同号ウの表中「100分の1.9」

を「100分の0.4」に，「100分の2.7」を「100分の0.7」に，「100分の3.6」を「100分の１」

に改め，同項第２号中「によつて」を「により」に改め，同号の表中「100分の５」を「100

分の3.5」に，「100分の6.6」を「100分の4.9」に改め，同項第３号中「によつて」を「に

より」に改め，同号の表中「100分の５」を「100分の3.5」に，「100分の7.3」を「100分の

5.3」に，「100分の9.6」を「100分の７」に改め，同条第２項中「100分の1.3」を「100分

の１」に改め，同条第３項第１号ウ中「100分の3.6」を「100分の１」に改め，同項第２号

中「100分の6.6」を「100分の4.9」に改め，同項第３号中「100分の9.6」を「100分の７」

に改める。

附則第５条の８中「同項の」を「租税特別措置法第４条の５第１項の」に改める。

附則第６条の３中「100分の6.6」を「100分の4.9」に，「100分の7.9」を「100分の5.7」

に改める。

附則第６条の３の２中「100分の15」を「100分の20」に改める。

附則第12条第２項，第４項及び第６項中「掲げる自動車」を「規定するガソリン自動車」

に改める。

附則第17条の見出しを削り，同条の前に見出しとして「（自動車税の種別割の税率の特

例）」を付し，同条を次のように改める。

第17条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（法第149条第１項第１号に規定する電気自

動車をいう。次条第２項において同じ。），天然ガス自動車（法第149条第１項第２号に

規定する天然ガス自動車をいう。次条第２項において同じ。），メタノール自動車（法附

則第12条の３第１項に規定するメタノール自動車をいう。次条第２項において同じ。），

混合メタノール自動車（法附則第12条の３第１項に規定する混合メタノール自動車をいう。

次条第２項において同じ。）及びガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併用自動車

（法第149条第１項第３号に規定する電力併用自動車をいう。次条第２項において同

じ。）並びに自家用の乗用車（３輪の小型自動車であるものを除く。以下この条及び次条
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において同じ。），キャンピング車等（第101条第１項第４号アに規定するキャンピング

車，放送宣伝車及び事務室車をいう。以下この条及び次条において同じ。），一般乗合用

バス及び被けん引自動車を除く。）に対する当該各号に定める年度以後の年度分の自動車

税の種別割に係る第101条の規定の適用については，附則別表第１の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

 法第149条第１項第４号に規定するガソリン自動車又は同項第５号に規定する石油ガ

ス自動車で平成20年３月31日までに最初の新規登録（以下この条及び次条において「初

回新規登録」という。）を受けたもの 初回新規登録を受けた日から起算して14年を経

過した日の属する年度

 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動車その他の前号に掲げる自動車以外の自

動車で平成22年３月31日までに初回新規登録を受けたもの 初回新規登録を受けた日か

ら起算して12年を経過した日の属する年度

２ 法附則第12条の３第２項に掲げる自動車に対する第101条の規定の適用については，当

該自動車（自家用の乗用車及びキャンピング車等（以下この条及び次条において「自家用

の乗用車等」という。）を除く。）が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に

初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別割（法第177条の10第１項

又は第２項の規定により当該自動車の所有者に対して月割をもつて課されるものに限

る。）に限り，当該自動車が平成31年４月１日（自家用の乗用車等にあつては，令和元年

10月１日）から令和２年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和２年度分

の自動車税の種別割に限り，当該自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの

間に初回新規登録を受けた場合には令和３年度分の自動車税の種別割に限り，附則別表第

２の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

３ 法附則第12条の３第３項に掲げる自動車に対する第101条の規定の適用については，当

該自動車（自家用の乗用車等を除く。）が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの

間に初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別割（法第177条の10第

１項又は第２項の規定により当該自動車の所有者に対して月割をもつて課されるものに限

る。）に限り，当該自動車が平成31年４月１日（自家用の乗用車等にあつては，令和元年

10月１日）から令和２年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和２年度分

の自動車税の種別割に限り，当該自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの

間に初回新規登録を受けた場合には令和３年度分の自動車税の種別割に限り，附則別表第

３の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

附則第17条の２の見出し中「自動車税」の次に「の種別割」を加え，同条第１項中「自動

車税の」を「自動車税の種別割の」に，「第12条の４第１項」を「第12条の５第１項」に，

「自動車税に」を「自動車税の種別割に」に，「第152条から第154条まで」を「第177条の
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13から第177条の15まで」に改め，同条第２項中「自動車税」の次に「の種別割」を加え，

同条第３項中「第163条第１項」を「第177条の18第１項」に，「においては」を「には」に，

「自動車税について同様とする」を「この款において同じ」に，「第12条の４第２項」を

「第12条の５第２項」に，「自動車税の」を「自動車税の種別割の」に改め，同条を附則第

17条の３とする。

附則第17条の次に次の１条を加える。

第17条の２ 地方税法等の一部を改正する法律（平成31年法律第２号）附則第１条第２号に

掲げる規定の施行の日（以下この項において「特定日」という。）の前日までに初回新規

登録を受けた自家用の乗用車等であつて，鹿児島県税条例の一部を改正する条例（平成28

年鹿児島県条例第31号）第２条の規定による改正前の鹿児島県税条例（以下この項におい

て「平成28年改正前の県税条例」という。）第98条の規定により平成28年改正前の県税条

例に規定する自動車税を課されたもの（同日までに初回新規登録を受けた自家用の乗用車

等であつて，第99条その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例の規定に

より平成28年改正前の県税条例に規定する自動車税を課されなかつたものを含む。）又は

同日までに法の施行地外において法附則第12条の４第１項に規定する運行に相当するもの

の用に供されたことがある自家用の乗用車等であつて特定日以後に初回新規登録を受けた

ものに対して課する自動車税の種別割の税率は，第101条第１項の規定にかかわらず，１

台について，次の各号に掲げる自家用の乗用車等の区分に応じ，当該各号に定める額とす

る。

 自家用の乗用車

ア 総排気量が１リットル以下のもの 年額29,500円

イ 総排気量が１リットルを超え，1.5リットル以下のもの 年額34,500円

ウ 総排気量が1.5リットルを超え，２リットル以下のもの 年額39,500円

エ 総排気量が２リットルを超え，2.5リットル以下のもの 年額45,000円

オ 総排気量が2.5リットルを超え，３リットル以下のもの 年額51,000円

カ 総排気量が３リットルを超え，3.5リットル以下のもの 年額58,000円

キ 総排気量が3.5リットルを超え，４リットル以下のもの 年額66,500円

ク 総排気量が４リットルを超え，4.5リットル以下のもの 年額76,500円

ケ 総排気量が4.5リットルを超え，６リットル以下のもの 年額88,000円

コ 総排気量が６リットルを超えるもの 年額111,000円

 キャンピング車等

ア 総排気量が１リットル以下のもの 年額23,600円

イ 総排気量が１リットルを超え，1.5リットル以下のもの 年額27,600円

ウ 総排気量が1.5リットルを超え，２リットル以下のもの 年額31,600円

エ 総排気量が２リットルを超え，2.5リットル以下のもの 年額36,000円

オ 総排気量が2.5リットルを超え，３リットル以下のもの 年額40,800円
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カ 総排気量が３リットルを超え，3.5リットル以下のもの 年額46,400円

キ 総排気量が3.5リットルを超え，４リットル以下のもの 年額53,200円

ク 総排気量が４リットルを超え，4.5リットル以下のもの 年額61,200円

ケ 総排気量が4.5リットルを超え，６リットル以下のもの 年額70,400円

コ 総排気量が６リットルを超えるもの 年額88,800円

２ 前項の規定の適用を受ける自家用の乗用車等（電気自動車，天然ガス自動車，メタノー

ル自動車，混合メタノール自動車及びガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併用自

動車を除く。）のうち，前条第１項各号に掲げるものに対する当該各号に定める年度以後

の年度分の自動車税の種別割に係る前項の規定の適用については，附則別表第４の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

３ 第１項の規定の適用を受ける自家用の乗用車等のうち，法附則第12条の３第２項各号に

掲げるものに対する第１項の規定の適用については，当該自家用の乗用車等が平成30年４

月１日から平成31年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自

動車税の種別割（法第177条の10第１項又は第２項の規定により当該自家用の乗用車等の

所有者に対して月割をもつて課されるものに限る。）に限り，当該自家用の乗用車等が平

成31年４月１日から令和元年９月30日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和２年

度分の自動車税の種別割に限り，附則別表第５の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

４ 第１項の規定の適用を受ける自家用の乗用車等のうち，法附則第12条の３第３項各号に

掲げるものに対する第１項の規定の適用については，当該自家用の乗用車等が平成30年４

月１日から平成31年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自

動車税の種別割（法第177条の10第１項又は第２項の規定により当該自家用の乗用車等の

所有者に対して月割をもつて課されるものに限る。）に限り，当該自家用の乗用車等が平

成31年４月１日から令和元年９月30日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和２年

度分の自動車税の種別割に限り，附則別表第６の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

附則別表第１第101条第１項第１号イの項及び第101条第１項第４号の項を削る。

附則別表第２第101条第１項第１号イの項通常税率の欄中「29,500円」を「25,000円」に，

「34,500円」を「30,500円」に，「39,500円」を「36,000円」に，「45,000円」を「43,500

円」に，「51,000円」を「50,000円」に，「58,000円」を「57,000円」に，「66,500円」を

「65,500円」に，「76,500円」を「75,500円」に，「88,000円」を「87,000円」に，

「111,000円」を「110,000円」に改め，同項軽課税率の欄中「7,500円」を「6,500円」に，

「9,000円」を「8,000円」に，「10,000円」を「9,000円」に，「11,500円」を「11,000円」

に，「13,000円」を「12,500円」に，「17,000円」を「16,500円」に，「19,500円」を

「19,000円」に，「28,000円」を「27,500円」に改め，同表第101条第１項第４号の項通常

税率の欄中「23,600円」を「20,000円」に，「27,600円」を「24,400円」に，「31,600円」
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を「28,800円」に，「36,000円」を「34,800円」に，「40,800円」を「40,000円」に，

「46,400円」を「45,600円」に，「53,200円」を「52,400円」に，「61,200円」を「60,400

円」に，「70,400円」を「69,600円」に，「88,800円」を「88,000円」に改め，同項軽課税

率の欄中「6,000円」を「5,000円」に，「7,000円」を「6,500円」に，「8,000円」を

「7,500円」に，「10,500円」を「10,000円」に，「12,000円」を「11,500円」に，

「18,000円」を「17,500円」に，「22,500円」を「22,000円」に改める。

附則別表第３第101条第１項第１号イの項通常税率の欄中「29,500円」を「25,000円」に，

「34,500円」を「30,500円」に，「39,500円」を「36,000円」に，「45,000円」を「43,500

円」に，「51,000円」を「50,000円」に，「58,000円」を「57,000円」に，「66,500円」を

「65,500円」に，「76,500円」を「75,500円」に，「88,000円」を「87,000円」に，

「111,000円」を「110,000円」に改め，同項軽課税率の欄中「15,000円」を「12,500円」に，

「17,500円」を「15,500円」に，「20,000円」を「18,000円」に，「22,500円」を「22,000

円」に，「25,500円」を「25,000円」に，「29,000円」を「28,500円」に，「33,500円」を

「33,000円」に，「38,500円」を「38,000円」に，「44,000円」を「43,500円」に，

「55,500円」を「55,000円」に改め，同表第101条第１項第４号の項通常税率の欄中

「23,600円」を「20,000円」に，「27,600円」を「24,400円」に，「31,600円」を「28,800

円」に，「36,000円」を「34,800円」に，「40,800円」を「40,000円」に，「46,400円」を

「45,600円」に，「53,200円」を「52,400円」に，「61,200円」を「60,400円」に，

「70,400円」を「69,600円」に，「88,800円」を「88,000円」に改め，同項軽課税率の欄中

「12,000円」を「10,000円」に，「14,000円」を「12,500円」に，「16,000円」を「14,500

円」に，「18,000円」を「17,500円」に，「20,500円」を「20,000円」に，「23,500円」を

「23,000円」に，「27,000円」を「26,500円」に，「31,000円」を「30,500円」に，

「35,500円」を「35,000円」に，「44,500円」を「44,000円」に改める。

附則別表第３の次に次の３表を加える。

附則別表第４（附則第17条の２関係）

自動車の区分 通常税率 重課税率

附則第17条の２第１項第１号ア 29,500円 33,900円

附則第17条の２第１項第１号イ 34,500円 39,600円

附則第17条の２第１項第１号ウ 39,500円 45,400円

附則第17条の２第１項第１号エ 45,000円 51,700円

附則第17条の２第１項第１号オ 51,000円 58,600円

附則第17条の２第１項第１号カ 58,000円 66,700円

附則第17条の２第１項第１号キ 66,500円 76,400円

附則第17条の２第１項第１号ク 76,500円 87,900円

附則第17条の２第１項第１号ケ 88,000円 101,200円

附則第17条の２第１項第１号コ 111,000円 127,600円
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附則第17条の２第１項第２号ア 23,600円 27,100円

附則第17条の２第１項第２号イ 27,600円 31,700円

附則第17条の２第１項第２号ウ 31,600円 36,300円

附則第17条の２第１項第２号エ 36,000円 41,400円

附則第17条の２第１項第２号オ 40,800円 46,900円

附則第17条の２第１項第２号カ 46,400円 53,300円

附則第17条の２第１項第２号キ 53,200円 61,100円

附則第17条の２第１項第２号ク 61,200円 70,300円

附則第17条の２第１項第２号ケ 70,400円 80,900円

附則第17条の２第１項第２号コ 88,800円 102,100円

附則別表第５（附則第17条の２関係）

自動車の区分 通常税率 軽課税率

附則第17条の２第１項第１号ア 29,500円 7,500円

附則第17条の２第１項第１号イ 34,500円 9,000円

附則第17条の２第１項第１号ウ 39,500円 10,000円

附則第17条の２第１項第１号エ 45,000円 11,500円

附則第17条の２第１項第１号オ 51,000円 13,000円

附則第17条の２第１項第１号カ 58,000円 14,500円

附則第17条の２第１項第１号キ 66,500円 17,000円

附則第17条の２第１項第１号ク 76,500円 19,500円

附則第17条の２第１項第１号ケ 88,000円 22,000円

附則第17条の２第１項第１号コ 111,000円 28,000円

附則第17条の２第１項第２号ア 23,600円 6,000円

附則第17条の２第１項第２号イ 27,600円 7,000円

附則第17条の２第１項第２号ウ 31,600円 8,000円

附則第17条の２第１項第２号エ 36,000円 9,000円

附則第17条の２第１項第２号オ 40,800円 10,500円

附則第17条の２第１項第２号カ 46,400円 12,000円

附則第17条の２第１項第２号キ 53,200円 13,500円

附則第17条の２第１項第２号ク 61,200円 15,500円

附則第17条の２第１項第２号ケ 70,400円 18,000円

附則第17条の２第１項第２号コ 88,800円 22,500円

附則別表第６（附則第17条の２関係）

自動車の区分 通常税率 軽課税率

附則第17条の２第１項第１号ア 29,500円 15,000円

附則第17条の２第１項第１号イ 34,500円 17,500円
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附則第17条の２第１項第１号ウ 39,500円 20,000円

附則第17条の２第１項第１号エ 45,000円 22,500円

附則第17条の２第１項第１号オ 51,000円 25,500円

附則第17条の２第１項第１号カ 58,000円 29,000円

附則第17条の２第１項第１号キ 66,500円 33,500円

附則第17条の２第１項第１号ク 76,500円 38,500円

附則第17条の２第１項第１号ケ 88,000円 44,000円

附則第17条の２第１項第１号コ 111,000円 55,500円

附則第17条の２第１項第２号ア 23,600円 12,000円

附則第17条の２第１項第２号イ 27,600円 14,000円

附則第17条の２第１項第２号ウ 31,600円 16,000円

附則第17条の２第１項第２号エ 36,000円 18,000円

附則第17条の２第１項第２号オ 40,800円 20,500円

附則第17条の２第１項第２号カ 46,400円 23,500円

附則第17条の２第１項第２号キ 53,200円 27,000円

附則第17条の２第１項第２号ク 61,200円 31,000円

附則第17条の２第１項第２号ケ 70,400円 35,500円

附則第17条の２第１項第２号コ 88,800円 44,500円

第２条 鹿児島県税条例の一部を次のように改正する。

附則第17条に次の１項を加える。

４ 法附則第12条の３第２項（第４号及び第５号を除く。）に掲げる自動車のうち，自家用

の乗用車等に対する第101条第１項の規定の適用については，当該自家用の乗用車等が令

和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和４年

度分の自動車税の種別割に限り，当該自家用の乗用車等が令和４年４月１日から令和５年

３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和５年度分の自動車税の種別割に限

り，附則別表第２の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。

附則第17条の２第３項及び第４項を削る。

附則別表第５及び附則別表第６を削る。

（鹿児島県税条例の一部を改正する条例の一部改正）

第３条 鹿児島県税条例の一部を改正する条例（平成28年鹿児島県条例第31号）の一部を次の

ように改正する。

第100条を改め，同条の次に８条を加える改正規定のうち第100条の７第２項第１号中「行

政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」の次に「（平成14年法律第151号）」

を加える。

第101条第１項の改正規定中「同項第３号ア」を「同項第１号イ中「29,500円」を
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「25,000円」に，同号イ中「34,500円」を「30,500円」に，同号イ中「39,500円」を

「36,000円」に，同号イ中「45,000円」を「43,500円」に，同号イ中「51,000円」を

「50,000円」に，同号イ中「58,000円」を「57,000円」に，同号イ中「66,500円」を

「65,500円」に，同号イ中「76,500円」を「75,500円」に，同号イ中「88,000円」を

「87,000円」に，同号イ中「111,000円」を「110,000円」に改め，同項第３号ア」に，

「加える」を「加え，同項第４号ア中「23,600円」を「20,000円」に，同号ア中

「27,600円」を「24,400円」に，同号ア中「31,600円」を「28,800円」に，同号ア中

「36,000円」を「34,800円」に，同号ア中「40,800円」を「40,000円」に，同号ア中

「46,400円」を「45,600円」に，同号ア中「53,200円」を「52,400円」に，同号ア中

「61,200円」を「60,400円」に，同号ア中「70,400円」を「69,600円」に，同号ア中

「88,800円」を「88,000円」に改める」に改める。

附則第16条の２の次に１条を加える改正規定を次のように改める。

附則第16条の２の次に次の２条を加える。

（自動車税の環境性能割の非課税）

第16条の３ 法附則第12条の２の10に規定する条例で定める路線は，県が地域住民の生活

に必要な路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困難になつているものの維持のた

め行う補助を受けて運行する路線その他規則で定める路線とする。

（自動車税の環境性能割の税率の特例）

第16条の４ 法附則第12条の２の10の規定の適用を受ける営業用の自動車に対する第100

条の３の規定の適用については，当分の間，同条第１項中「100分の１」とあるのは

「100分の0.5」と，同条第２項中「100分の２」とあるのは「100分の１」と，同条第３

項中「100分の３」とあるのは「100分の２」とする。

２ 法附則第12条の２の12の規定の適用を受ける自家用の乗用車に対する第100条の３の

規定の適用については，当該自家用の乗用車の取得が令和元年10月１日から令和２年９

月30日までの間に行われたときに限り，同条第２項中「100分の２」とあるのは「100分

の１」と，同条第３項中「100分の３」とあるのは「100分の２」とする。

附則第17条の改正規定を削る。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める日から施行す

る。

 第１条中鹿児島県税条例第14条第１項及び第23条の２第３項の改正規定並びに同条例附

則第５条の８及び第12条の改正規定並びに第３条の規定 公布の日

 第１条（前号及び次号に掲げる改正規定を除く。）並びに附則第３条及び第４条の規定

令和元年10月１日

 第１条中鹿児島県税条例第28条の２及び第28条の３の改正規定並びに次条の規定 令和
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２年１月１日

 第２条及び附則第５条の規定 令和３年４月１日

（県民税に関する経過措置）

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の鹿児島県税条例（以下この条において「２年

新条例」という。）第28条の３の規定は，同号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受ける

べき所得税法等の一部を改正する法律（平成31年法律第６号）第１条の規定による改正後の

所得税法（昭和40年法律第33号。以下この条において「新所得税法」という。）第203条の

６第１項に規定する公的年金等（新所得税法第203条の７の規定の適用を受けるものを除

く。）について提出する２年新条例第28条の３に規定する県民税に係る申告書について適用

する。

（事業税に関する経過措置）

第３条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の鹿児島県税条例（次条において「元年

10月新条例」という。）第39条並びに附則第６条の３及び第６条の３の２の規定は，同号に

掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用し，同日前

に開始した事業年度に係る法人の事業税については，なお従前の例による。

（自動車税に関する経過措置）

第４条 元年10月新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は，附則第１条第２号に掲げ

る規定の施行の日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び令和２年度以

後の年度分の自動車税の種別割について適用する。

第５条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の鹿児島県税条例の規定中自動車税の種

別割に関する部分は，令和３年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し，令和２

年度分までの自動車税の種別割については，なお従前の例による。

…………………………………………………

鹿児島県国際交流センターの設置及び管理に関する条例をここに公布する。

令和元年７月５日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第６号

鹿児島県国際交流センターの設置及び管理に関する条例

（設置）

第１条 外国人の留学生及び研究者等（以下「留学生等」という。）に宿泊施設を提供すると

ともに，留学生等相互の交流及び留学生等と県民との交流を通した国際社会に貢献する人材

の育成及び国際相互理解の促進を図るための公の施設として，鹿児島県国際交流センター

（以下「センター」という。）を設置する。

（位置）

第２条 センターは，鹿児島市に置く。

（利用資格）
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第３条 センターの施設を利用できる者は，次に掲げる者とする。

 出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号。以下「法」という。）別表第１の

４の表の留学の在留資格を有する者で，鹿児島県内の大学等（学校教育法（昭和22年法律

第26号）第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は同法第124条に規定する専修学

校をいう。以下同じ。）に通学するもの

 法別表第１の３の表の文化活動又は短期滞在の在留資格を有する者で，鹿児島県内の大

学等で研究を行うもの

 第１号又は前号に規定する者の法別表第１の４の表の家族滞在の在留資格を有する配偶

者又は子で，第１号又は前号に規定する者とともに施設を利用するもの

 その他知事が適当と認める者

（指定管理者による管理）

第４条 知事は，法人その他の団体で知事が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に

センターの管理を行わせるものとする。

（指定管理者が行う業務）

第５条 指定管理者は，次に掲げる業務を行うものとする。

 センターの施設（これに附属する設備及び備品を含む。以下同じ。）の維持管理に関す

る業務

 センターの施設を利用した事業の企画及び実施に関する業務

 センターの施設の利用者の募集及び利用の許可に関する業務

 センターの施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関する業務

 前各号に掲げるもののほか，センターの管理に関して知事が必要と認める業務

（利用期間）

第６条 センターの施設のうち宿泊施設は，規則で定める期間を超えて利用することはできな

い。ただし，知事が特に必要があると認める場合は，この限りでない。

（利用の許可等）

第７条 センターの施設のうち宿泊施設を利用しようとする者は，指定管理者の許可を受けな

ければならない。許可を受けた者が当該許可の内容を変更しようとするときも，同様とする。

２ 指定管理者は，センターの管理上必要があると認めるときは，前項の許可（以下「利用許

可」という。）に条件を付することができる。

３ 利用許可を受けた者（以下「利用者」という。）は，当該利用許可に係る施設（以下

「許可施設」という。）の利用を中止し，又は終了したときは，直ちにその旨を指定管理者

に届け出なければならない。

４ 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，利用許可を与えないことができる。

 公の秩序を乱し，又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。

 センターの施設を損傷するおそれがあると認められるとき。

 前２号に掲げるもののほか，センターの管理上支障があると認められるとき。
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（利用許可の取消し等）

第８条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，利用許可の全部若しくは一部

を取り消し，若しくはその内容を変更し，又は許可施設の利用の中止を命ずることができる。

 利用者が利用許可の内容又は利用許可に付された条件に違反したとき。

 利用者がこの条例の規定に違反したとき。

 利用者が不正の手段によって利用許可を受けたとき。

 公益上特に必要があると認めるとき。

 前各号に掲げるもののほか，センターの管理上特に必要があると認めるとき。

２ 指定管理者が前項の規定による処分をした場合において，当該処分により利用者に損害が

生じても，指定管理者は，その賠償の責めを負わないものとする。ただし，同項第４号又は

第５号に該当することにより当該処分がなされた場合は，この限りでない。

（利用料金）

第９条 利用者は，指定管理者の定める利用料金を納めなければならない。

２ 利用料金は，指定管理者が特別の理由があると認めた場合を除き，前納しなければならな

い。

３ 指定管理者は，この条例の定めるところにより，利用料金を定めるものとする。

４ 指定管理者は，利用料金を定める場合は，あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

これを変更しようとする場合も同様とする。

５ 知事は，前項の規定により承認の申請があった場合において，当該申請に係る利用料金が

センターと規模，形態等において類似の施設の同種の料金と比較して，均衡のとれたもので

あると認めるときは，承認をするものとする。

６ 利用料金は，指定管理者の収入とする。

７ 既納の利用料金は，返還しない。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，規則で

定めるところにより，その全部又は一部を返還する。

 前条第１項第４号又は第５号に該当することにより利用許可が取り消されたとき。

 災害その他利用者の責めに帰することができない理由により許可施設の利用が不能とな

ったとき。

 利用者が利用開始前に利用許可の取消しを申し出て，指定管理者がこれを認めたとき。

 前３号に掲げるもののほか，指定管理者が特別の理由があると認めたとき。

（行為の禁止）

第10条 センターにおいては，何人も，次に掲げる行為をしてはならない。

 センターの施設を損傷し，汚損し，又は滅失する行為

 他人に危害を及ぼし，又は迷惑となる行為

 前２号に掲げるもののほか，センターの管理上支障となる行為

（施設の原状変更の禁止）

第11条 利用者その他センターを利用する者は，センターの施設の原状を変更してはならない。
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ただし，あらかじめ指定管理者の承認を受けたときは，この限りでない。

２ 前項ただし書の規定によりセンターの施設の原状を変更した者は，指定管理者の指示に従

い，センターの施設の利用終了後直ちに原状に回復しなければならない。

（利用権の譲渡等の禁止）

第12条 利用者は，利用許可により生ずる権利を譲渡し，又は転貸してはならない。

（行為の制限）

第13条 センターにおいて，次に掲げる行為をしようとする者は，指定管理者の許可を受けな

ければならない。許可を受けた者が当該許可の内容を変更しようとするときも，同様とする。

 物品販売，募金その他これらに類する行為をすること。

 展示会，集会その他これらに類する催しを開催すること。

 危険物，動物等を持ち込むこと。

 所定の場所以外で火気を使用すること。

 印刷物，ポスターその他これらに類する物を配布し，又は掲示すること。

２ 指定管理者は，センターの管理上必要があると認めるときは，前項の許可に条件を付する

ことができる。

３ 第１項の許可を受けた者は，当該行為を中止し，又は終了したときは，直ちにその旨を指

定管理者に届け出なければならない。

（制止及び退去命令）

第14条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当する者に対し，当該行為を制止し，又はセ

ンターからの退去を命ずることができる。

 第７条第１項の規定に違反してセンターの施設を利用した者

 第10条各号に掲げる行為を行った者

 第11条の規定に違反してセンターの施設の原状を変更し，又は原状回復を怠った者

 前条第１項の規定に違反して同項各号に掲げる行為をした者

（損害賠償）

第15条 第10条各号に掲げる行為を行った者が，当該行為により県に損害を与えたときは，そ

の損害を賠償しなければならない。第11条の規定に違反してセンターの施設の原状を変更し，

又は原状回復を怠った者も，同様とする。

（規則への委任）

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。

附 則

１ この条例は，令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，次項

の規定は，公布の日から施行する。

２ 第９条第３項から第５項までの規定による利用料金の設定及びこれに関し必要な手続その

他の行為は，施行日前においても，同条第３項から第５項までの規定の例により行うことが

できる。
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…………………………………………………

鹿児島県森林環境譲与税基金条例をここに公布する。

令和元年７月５日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第７号

鹿児島県森林環境譲与税基金条例

（設置）

第１条 森林（森林法（昭和26年法律第249号）第２条第１項に規定する森林をいう。以下こ

の条において同じ。）の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み，森林の整備及びその

促進に関する施策の財源に充てるため，鹿児島県森林環境譲与税基金（以下「基金」とい

う。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は，県が国から譲与を受ける森林環境譲与税の額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は，金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管し

なければならない。

２ 基金に属する現金は，必要に応じ，最も確実かつ有利な有価証券に換えることができる。

（繰替運用）

第４条 知事は，財政上必要があると認めるときは，確実な繰戻しの方法，期間及び利率を定

めて，基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（運用益金の処理）

第５条 基金の運用から生ずる収益は，一般会計歳入歳出予算（次項において「予算」とい

う。）に計上して，第１条に規定する基金の設置の目的を達成するため知事が必要と認める

事業に要する経費に充てるものとする。

２ 前項の規定による場合のほか，基金の運用から生ずる収益は，予算に計上して，基金に編

入するものとする。

（処分）

第６条 基金は，第１条に規定する基金の設置の目的を達成するため知事が必要と認める事業

に要する経費の財源に充てる場合に限り，その全部又は一部を処分することができる。

（委任）

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は，知事が定める。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

…………………………………………………

鹿児島県空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年７月５日
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鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第８号

鹿児島県空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

鹿児島県空港の設置及び管理に関する条例（昭和37年鹿児島県条例第14号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第１項の表屋久島空港の項及び徳之島空港の項中「18時30分まで」を「19時30分まで」

に改める。

附 則

この条例は，公布の日から起算して４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。

…………………………………………………

鹿児島県警察署設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年７月５日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県条例第９号

鹿児島県警察署設置条例の一部を改正する条例

鹿児島県警察署設置条例（昭和29年鹿児島県条例第29号）の一部を次のように改正する。

第１条中「伊佐警察署」を「伊佐湧水警察署」に改め，「横川警察署」を削る。

第２条第１項の表伊佐警察署の項を次のように改める。

伊佐湧水警察 伊佐市 伊佐市

署 姶良郡 湧水町

第２条第１項の表横川警察署の項を削り，同表霧島警察署の項中「霧島市国分中央三丁目」

を「霧島市」に，「霧島市のうち横川警察署の管轄区域を除く区域」を「霧島市」に改める。

附 則

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の際改正前の鹿児島県警察署設置条例第２条第１項に規定する横川警察署

の長がした処分その他の行為のうち次の表の左欄に掲げる区域に係るものであって現に効力

を有するもの又はこの条例の施行の日前に同警察署の長に対してなされた申請その他の行為

のうち当該区域に係るものは，それぞれ同表の右欄に掲げる警察署の長がした処分その他の

行為又は同欄に掲げる警察署の長に対してなされた申請その他の行為とみなす。

霧島市のうち横川町上ノ，横川町中ノ，横川町下ノ，牧園町宿窪 霧島警察署

田，牧園町三体堂，牧園町万膳，牧園町下中津川，牧園町上中津

川，牧園町持松及び牧園町高千穂

姶良郡湧水町 伊佐湧水警察署


